
「国と地方の協議」(平成２６年秋)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進室

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容 政策課題とその解決策

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討回数

1回目 Ｅ - -

病院、診療所及び助産所の開設及び管理に関し
必要な事項、これらの施設の整備並びに医療提
供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推
進するために必要な事項だけでなく、医療の安全
を確保するために必要な事項等についても定めて
おり、国民の健康の保持に寄与することを目的と
している。

○前回の対面協議では、医療法は医療の安全の確保のために必要
な措置を講ずることを求める観点から規制を行っており、放射線障害
防止法とは異なる観点から法の規制が必要であることが確認された。
そのため、放射線障害防止法等により、医療法等による規制と同等
の安全性が確保されることをもって、医療法等の規制の対象から除外
することはできない。
○申請書式の項目の一部については、たしかに共通の項目もある
が、当該共通項目であっても、それぞれの法律の個別事項を確認す
るために、それぞれ必要な項目であるため、共通化をすることは困難
であると考える。

d

・高いＱＯＬが実現できる診療用粒子線照射装置への社会ニーズが
高まる一方で、放射線利用については医療法や障害防止法をはじめ
複数の法律により規制されており、届出や安全措置等に関する事務
処理は一部重複して発生することから、診療用粒子線照射装置の普
及の障害となる恐れがある。
･貴省の見解では医療法の法益と他の法律の法益が異なることか
ら、実務において共通項目があっても省略や簡略は困難とのことで
あるが、現場における医療法で定める事務手続きは煩雑であるた
め、具体的な改善点を挙げた場合、合理化及び簡素化についてご検
討頂きたい。

提案の実現に向けて、自治体は具体的な改善点について更に検討を行うことが必要。
一旦協議を終了するが、自治体は上記の点を踏まえて次回以降に厚生労働省と改めて
協議を行うこと。

ⅴ

2回目

1回目 Ｅ - -
放射線障害防止法では、放射線発生装置等の取
扱を規制することによって、放射線障害を防止し、
公共の安全を確保することが目的である。

○放射線障害防止法では、放射線発生装置等の取扱を規制すること
によって、放射線障害を防止し、公共の安全を確保することが目的で
あり、医療法と異なる視点から規制を行っている。異なる視点からそ
れぞれの法律により規制を行うことは必要である。

○個別の申請における申請書等の形式要件、法令の解釈、個別の
立入検査の進め方について、ご不明な点がある場合には、ご連絡い
ただければ必要に応じて対応させていただきたいと考えている。

d

・高いＱＯＬが実現できる診療用粒子線照射装置への社会ニーズが
高まる一方で、放射線利用については医療法や障害防止法をはじめ
複数の法律により規制されており、届出や安全措置等に関する事務
処理は一部重複して発生することから、診療用粒子線照射装置の普
及の障害となる恐れがある。
･貴庁の見解では障害防止法の法益と他の法律の法益が異なること
から、実務において共通項目があっても省略や簡略は困難とのこと
であるが、現場における障害防止法で定める事務手続きは煩雑であ
るため、具体的な改善点を挙げた場合、合理化及び簡素化について
ご検討頂きたい。

提案の実現に向けて、自治体は具体的な改善点について更に検討を行うことが必要。
一旦協議を終了するが、自治体は上記の点を踏まえて次回以降に原子力規制庁と改め
て協議を行うこと。

ⅴ

2回目

厚生労働省
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医政局地域
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放射性同位元素等によ
る放射線障害の防止に
関する法律

群馬がん治療技
術地域活性化総
合特区

26215
診療用粒子線照射装
置の放射線障害防止
法からの適用除外

放射線発生装置等放射線障害防止法の規制
対象となる放射線利用について、医療法等に
より、現行の放射線障害防止法による規制と
同等の安全性が確保されることが確認された
ものについては、放射線障害防止法の対象
から除外し、医療法による規制のみとする。ま
たは、二重規制となっている事項に関し、同
一項目については申請書式を共通化し、施設
検査等の重複項目を1つに統一する。

・医療分野における放射線利用に
ついて、医療機器は放射線障害防
止法と医療法（医療法施行規則）の
双方により規制されており、一部は
二重規制となっており、様々な面で
煩雑な事務処理が行われている。
・診療用粒子線照射装置の普及が
進まれる現在、診療用粒子線照射
装置による重粒子線治療の症例の
増加・多様化により技術開発の加
速化に繋げるため、医療法等によ
り、放射線障害防止法による規制と
同等の安全性が確保されることが
確認されたものについては、放射線
障害防止法の対象から除外する、
または同一項目については1度の
検査で要件を満たすなどの措置に
より、業務の効率化を進めていく必
要がある。


